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議案第２１号 令和元年度四日市市一般会計及び  

       各特別会計等の決算認定について       から 

議案第３９号 市道路線の認定について           まで 

        並びに 

報告第１１号 市長専決処分事項の報告について       及び 

報告第１２号 議決事件に該当しない契約について  

 

ただいま上程されました議案及び報告についてご説明申し上げま

す。 

議案第２１号は、令和元年度四日市市一般会計及び各特別会計等の

決算認定についてであります。  

令和元年度の当初予算編成にあたっては、前総合計画第３次推進計

画の最終年度として目標達成を目指すほか、地域経済の活性化や本市

の魅力向上、働き方改革などに取り組むこととした上で、当初予算と

して過去最高額の市税収入７６９億円を計上し、国体関連運動施設や

小中学校普通教室の空調設備などの投資的経費２１２億円を計上す

るなど、一般会計で過去最高の規模となる１，２１０億円の積極的な

予算編成を行いました。  

また、補正予算では、平成３０年度の法人市民税の高額還付に対応

するため、市税過納返還金７億４，６００万円の増額補正や、９月の

集中豪雨による災害復旧費の計上などを行ったほか、１０月からの消

費税率引上げに伴い、子育て世帯や低所得者向けのプレミアム付商品

券関係経費や、幼児教育・保育の無償化に関する経費の計上などを行

っております。 

これらの予算執行の結果、本市の令和元年度一般会計決算は、歳入

総額が前年度と比較して２．４％の増で１，２８６億３，２４３万９，

７６４円、歳出総額が前年度と比較して０．５％の増で１，２３２億
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１，９１５万４０５円となり、２年連続で過去最高の規模となりまし

た。 

歳入の構成比につきましては、市税が６０．２％、次いで国庫支出

金１３．６％、県支出金５．８％、地方消費税交付金４．５％の順で

続いております。 

歳入のうち、市税については、平成３０年度に大規模法人の会社分

割という特殊要因の影響があった法人市民税が大幅減となった一方、

大規模法人の設備投資によって償却資産に係る固定資産税が大幅増

となった結果、市税全体で７７４億８，３０２万２，０１４円となり、

過去最高の決算額であった前年度と比較すると８億円、１．０％の減

で、引き続き高い水準にあります。  

国庫支出金は、四日市市総合体育館の整備に伴う社会資本整備総合

交付金や小中学校普通教室空調設備の整備に伴う臨時特例交付金な

どの増により、前年度と比較して１０．２％の増となったほか、県支

出金についても、幼児教育・保育の無償化に伴う子育てのための施設

等利用給付事業費負担金などの増により、前年度と比較して８．５％

の増となりました。  

また、繰入金は、都市基盤・公共施設等整備基金繰入金の減などに

より、前年度と比較して１２．３％の減となったほか、市債について

は、義務教育施設整備事業資金や文化会館整備事業資金の増などによ

り、前年度と比較して６２．６％の増となりました。  

一般会計の収入未済額につきましては、令和元年度中に不納欠損処

分に付した８，６３１万２，４９４円を除き、市税その他を合わせた

額が１６億４，３０８万９，８９０円となり、前年度から２，５１０

万５，０５５円の減となりました。  

また、令和元年度の市税収納率は、前年度と同率で、９８．４％と

なり、引き続き県内１位の収納率を維持しています。  
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次に、歳出につきましては、目的別の主な構成比として、民生費が

３４．５％を占め、次いで総務費２０．３％、土木費１２．５％、教

育費１０．５％などと続いており、特に、教育費は、空調設備整備事

業費や海蔵小学校改築整備事業費などの増によって、前年度と比較し

て４９．０％の大幅な増となっております。 

性質別の主な構成比は、人件費が１３．７％、扶助費が２１．６％、

公債費が５．９％、これらを合計した義務的経費は全体の４１．２％

を占める一方、投資的経費の普通建設事業費は１８．０％を占めてお

ります。 

性質別に前年度と比較しますと、人件費は、退職手当などの減によ

り２億５，４０７万７千円減少して１．５％の減、扶助費は、幼児教

育・保育の無償化に伴う関係事業費などの増により１７億１，７２０

万５千円増加して６．９％の増、公債費は、過去に発行した市債の償

還終了に伴い、４億２，５１８万５千円減少して５．５％の減となり、

これらの義務的経費の総額５０８億１，０８４万８千円は、前年度と

比較して１０億３，７９４万３千円増加し、２．１％の増となりまし

た。 

一方、投資的経費のうち、普通建設事業費２２２億５４４万３千円

は、三重とこわか大会に向けた運動施設整備などにより、前年度と比

較して４５億７，７３４万３千円増加し、２６．０％の大幅な増とな

りました。 

また、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は、５４

億１，３２８万９，３５９円となり、翌年度へ繰り越すべき財源２７

億１，１０５万７，７８３円を差し引いた実質収支額は、２７億２２

３万１，５７６円となり、前年度と比較して２億８，６９９万９，３

９７円増加しました。  

なお、翌年度への繰越額は、年度内に事業完了が見込めないものに
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加え、小中学校の通信ネットワークを整備する教育情報通信システム

運営費などの国の補正予算分を繰越したもので、合わせて４３件で４

９億７，９７８万５，３５６円であります。  

次に、特別会計の決算状況につきましては、全ての特別会計で歳入

歳出差引額が黒字となり、その内訳は競輪事業特別会計で１２億２，

６０２万２，９６９円、介護保険特別会計で１１億４，９３０万５，

０１４円などとなっております。  

また、一般会計、各特別会計及び桜財産区を合計した決算額は、歳

入総額２，０５８億４，７８５万５，４９０円、歳出総額１，９７７

億４，２３７万６，０３３円となりました。  

形式収支の総額は８１億５４７万９，４５７円で、事業繰越しによ

る翌年度へ繰り越すべき財源２７億１，８０５万７，７８３円を差し

引いた実質収支の総額は５３億８，７４２万１，６７４円となり、前

年度と比較して４２８万１，６５９円の増となっております。  

次に、令和元年度決算から本市の財政状況について、若干ご説明申

し上げます。 

令和元年度の財政力指数につきましては、前年度と比較して０．１

０７ポイント向上して１．１７２と高い水準にあり、引き続き交付税

の不交付団体となっております。  

経常収支比率につきましては、前年度と比較して０．４ポイント上

昇し、７４．８％となりました。平成３０年度の中核市平均９２．２％、

施行時特例市平均９２．０％と比較した場合、本市は財政構造の弾力

性が高く、引き続き良好な水準を保っております。  

また、令和元年度末の市債残高は、交付税措置のない市債や臨時財

政対策債の発行を抑制したことから、一般会計で前年度より３１億円

減少して５３３億円となり、また、特別会計及び企業会計を含めた全

会計の市債残高も前年度より４９億円減少して１，５６７億円となっ
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ており、平成１６年度末の２，４８０億円をピークに年々減少を続け

ています。 

さらに、令和元年度末の基金残高は、一般会計で前年度より２６億

円増加して４１２億円となり、また、特別会計や土地開発基金を含め

た全基金残高も前年度より２３億円増加して５２０億円となりまし

た。 

次に、財政健全化法に基づく健全化判断比率につきましては、実質

赤字比率、連結実質赤字比率が引き続き「赤字なし」となったほか、

実質公債費比率が前年度より２．０ポイント改善して４．２％となり、

将来負担比率が前年度より５．９ポイント改善してマイナス１１．

１％に達しました。引き続き、いずれの比率でも健全な水準を保って

おります。 

また、公営企業の経営健全化を判断する資金不足比率につきまして

は、水道事業、市立四日市病院事業、下水道事業、地方公営企業法非

適用の食肉センター食肉市場、農業集落排水事業、いずれの会計にお

いても引き続き「赤字なし」であり、経営健全化基準未満となってお

ります。 

なお、当年度純損失を計上した市立四日市病院事業につきましても、

資金不足は生じておりません。  

以上が、令和元年度四日市市一般会計及び各特別会計等の決算の概

要であります。 

さて、令和２年１月に国内で初めて感染者が確認された新型コロナ

ウイルス感染症によって、本市の財政運営も大きな影響を受けており、

令和２年度に入り、国の補正予算や三重県の緊急経済対策への対応に

加え、本市独自の緊急支援策も第５弾まで取りまとめ、まさにこのよ

うな不測の事態に備えるための財政調整基金を取り崩しながら、数次

にわたり補正予算を編成してまいりました。  



 - 8 - 

これまでは財政調整基金を活用することにより、感染拡大防止策や

中小企業等の事業継続支援、臨時休校への対応などについて、国の支

援だけに頼ることなく、多額の経費を要する本市独自の緊急支援策を

実施することが可能となっております。  

今後の財政運営につきましても、財政調整基金を有効活用すること

により、第２波・第３波の感染拡大への備えも含め、市民の暮らしや

事業活動を守るため必要な財政出動を行うとともに、急激な景気悪化

に伴い法人市民税などの市税収入の減が見込まれることから、必要に

応じて中長期の財政収支見通しを見直すなど、機動的な財政運営に努

めてまいります。 

どうか、ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。  

 

つづきまして、補正予算案について、ご説明申し上げます。  

議案第２５号は、本市一般会計補正予算第６号案であります。  

補正の主な内容は、一般会計において、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大防止等のため、障害福祉サービスを提供する事業所等に対

する地域生活支援事業体制強化事業費補助金や介護事業所に対する

個室化改修等支援事業費補助金を計上するほか、新型コロナウイルス

感染症緊急包括支援交付金を活用し、学童保育所・保育園などにおい

て衛生用品等を購入するための経費の増額補正などを行うものであ

ります。 

また、国外転出者がマイナンバーカードを継続利用するためのシス

テム改修経費や、マイナンバーカード交付申請の増加に対応するため、

問い合わせ等のコールセンター及び交付専用窓口の設置に要する経

費の増額補正を行うとともに、認知症高齢者グループホームの自家発

電機設置に係る防災補強等改修支援事業費補助金を計上しておりま

す。 
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他にも、社会資本整備総合交付金や防災・安全社会資本整備交付金

などの国補助内示に伴う各補助事業費の減額補正などを行うことと

併せ、舗装劣化が進む市内幹線道路の事業進捗を図るため、道路スト

ック事業へ市単独費を投入するほか、漏水が確認された溜池の維持修

繕に係る経費の増額補正を行うとともに、工事スケジュールの見直し

を行った小中学校の大規模改修事業費について所要の補正を行って

おり、これらの歳入歳出予算のほか、繰越明許費、債務負担行為及び

地方債の補正を行おうとするものであります。  

歳入歳出予算につきましては、３，１０２万５千円の増額で、補正

後の予算額は、１,５６６億７,８１３万６千円となります。  

以下、歳出各款にわたり、補正の主な内容についてご説明申し上げ

ます。 

第２款 総務費は、番号制度関連経費や文化会館等管理運営費の増

額補正などであります。  

第３款 民生費は、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費

補助金や学童保育事業費の増額補正などであります。  

第４款 衛生費は、歯科医療センター管理運営費の増額補正であり

ます。 

第６款 農林水産業費は、海岸保全施設整備事業費の増額補正であ

ります。 

第８款 土木費は、四日市あすなろう鉄道運行事業費や溜池維持修

繕費などの増額補正、社会資本整備総合交付金事業費や防災・安全社

会資本整備交付金事業費などの減額補正であります。  

第１０款 教育費は、小中学校の大規模改修事業費の減額補正であ

ります。 

以上、歳出につきまして概要をご説明申し上げましたが、歳入につ

きましては、国の交付額決定に伴い地方特例交付金の増額補正を行う
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ほか、国庫支出金、県支出金や市債などの歳出各款に関する特定財源

を補正するとともに、歳入歳出の収支差については、繰越金の増額補

正によって収支の均衡を図りました。  

次に、議案第２６号は、介護保険特別会計の補正予算案であり、要

介護認定調査のうち更新認定に係る調査業務の一部を委託するため、

介護保険認定調査業務委託費の債務負担行為を計上しております。  

 

つづきまして、条例その他の議案等についてご説明申し上げます。 

 議案第２７号から議案第３０号までは、地方税法の一部が改正され、

延滞金の割合の特例を定めた特例基準割合の名称等が変更されるこ

とに伴い、それぞれ関係する規定を整備しようとするものであります。 

 議案第３１号  四日市市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運

営に関する基準等を定める条例の一部改正につきましては、厚生労働

省令の一部改正に伴い、居宅介護支援事業所の管理者に係る要件につ

いて、例外規定を設けるとともに、要件を満たす管理者を設置できな

い場合の経過措置を延長しようとするものであります。 

 議案第３２号から議案第３４号までは、工事請負契約の締結につい

てでありまして、総合会館外壁改修ほか工事、あさけプラザホール等

吊天井崩落対策ほか工事及び中央緑地駐車場整備工事について、それ

ぞれ工事請負契約を締結しようとするものであります。  

 議案第３５号から議案第３８号までは、いずれも動産の取得につい

てでありまして、自走式二軸剪断型クラッシャ、小学校の防犯カメラ

一式、消防ポンプ自動車及び泡消火薬剤をそれぞれ取得しようとする

ものであります。 

 議案第３９号 市道路線の認定につきましては、道路法に基づき、

開発行為による釆女１１０号線ほか６路線の認定を行おうとするも

のであります。 
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 報告第１１号につきましては、地方自治法第１８０条第２項の規定

に基づき、１件の専決処分事項を報告するものであります。  

報告第１２号につきましては、議決事件に該当しない契約について

の報告に関する条例に基づき、３件の契約を報告するものであります。 

以上が各議案等の概要であります。  

どうかよろしくご審議いただき、認定及び議決賜りますようお願い

申し上げます。 
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〔上下水道事業管理者説明〕  

 

議案第２２号  令和元年度四日市市水道事業における利益の処分

及び決算認定についてご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は  

８０億３６９４万９５４２円、収益的支出の決算額は６７億３７２８

万５６１６円となりました。  

資本的収入の決算額は５億５７６０万１０２０円、資本的支出の決

算額は３２億５１１１万６０９０円となり、資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額２６億９３５１万５０７０円は、当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額、減債積立金、過年度分損益勘

定留保資金並びに当年度分損益勘定留保資金で補填しました。 

損益計算書につきましては、収益７４億３１６８万５３５８円、費

用６３億１０１２万１０５１円となり、差し引き１１億２１５６万  

４３０７円の当年度純利益が生じました。  

剰余金計算書の資本剰余金につきましては、当年度において発生し

なかったことから、当年度末残高は９６５２万３２３円となりました。 

利益剰余金は、当年度純利益の１１億２１５６万４３０７円のほか

減債積立金を取り崩した９億７７１５万３３８０円を合わせた２０

億９８７１万７６８７円が未処分利益剰余金となりました。  

この未処分利益剰余金につきましては、剰余金処分計算書（案）に

おいて、当年度純利益の未処分利益剰余金１１億２１５６万４３０７

円のうち、１０億１１４５万６８４９円を企業債の償還に充てるため、

減債積立金に積み立て、残額１億１０１０万７４５８円を建設改良積

立金に積み立てるものであります。  

議案第２２号の利益の処分は、減債積立金を取り崩した９億７７１

５万３３８０円を資本金に組み入れることにつきまして議決をお願
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いするものであります。  

貸借対照表につきましては、資産総額４５９億７９２７万３９５９

円、負債総額１９９億４６９１万８９９９円、資本総額２６０億３２

３５万４９６０円となりました。  

次に、経営状況につきましては、収入では給水収益において、給水

戸数が増加したものの、節水型社会の進展、節水意識の向上や大口使

用者の工業用水への転換などにより減収となりました。さらに受託工

事収益、貸倒引当金戻入額も減収となりました。また費用では、人件

費、企業債利息などが減少したものの、修繕費、委託料、受水費など

が増加したことから、純利益は前年度より減益となりました。  

次に整備事業の概要についてご説明いたします。将来にわたって安

全で良質な水道水を安定して供給していくため、四日市市水道ビジョ

ン２０１９及び四日市市水道事業経営戦略を基本とした第三期水道

施設整備計画に基づき施設整備を進めました。  

主な事業としましては、大規模地震発生時において水道施設への被

害を低減し、市民生活への影響を最小限に抑えることを目的として、

導送水管及び大口径の配水管などの基幹管路１９０２ｍを布設替し、

耐震化しました。 

次に、次世代に健全な施設を引き継ぐため、経年管布設替事業とし

て、市内一円の経年管路５１０８ｍを布設替し、経年施設更新事業と

して、内部水源地の非常用発電設備更新工事等を実施しました。  

また、安全でおいしい自己水源である地下水を安定的に確保してい

くため、取水能力が減衰していた取水井である朝明１号井の更新工事

を実施しました。 

今後も水道施設の耐震化や更新事業を推進することから建設投資

の増加が見込まれますが、引き続き健全経営を維持しながら、安全で

良質な水道水の安定供給に一層努めてまいります。  
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続きまして、議案第２４号 令和元年度四日市市下水道事業におけ

る利益の処分及び決算認定についてご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は  

１５８億８７５１万６６８円、収益的支出の決算額は１３６億８９７

８万６３４６円となりました。  

資本的収入の決算額は８８億２３５１万８８３０円、資本的支出の

決算額は１５５億３７７１万８２２７円となり、資本的収入額が資本

的支出額に対して不足する額６７億１４１９万９３９７円につきま

しては、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、減債積立

金、当年度分損益勘定留保資金並びに当年度未処分利益剰余金処分額

で補填しました。 

損益計算書につきましては、収益１５２億６５３０万１８１９円、

費用１３５億３３２６万３９３０円となり、差し引き１７億３２０３

万７８８９円の当年度純利益が生じました。 

剰余金計算書の資本剰余金につきましては、当年度において発生し

なかったことから、当年度末残高は２１億４６８８万２６０８円とな

りました。 

利益剰余金は、当年度純利益の１７億３２０３万７８８９円のほか

減債積立金を取り崩した２０億５２７９万３４７７円を合わせた  

３７億８４８３万１３６６円が未処分利益剰余金となりました。  

この未処分利益剰余金につきましては、剰余金処分計算書（案）に

おいて、当年度純利益の未処分利益剰余金１７億３２０３万７８８９

円のうち１７億２４３４万９３３８円を企業債の償還に充てるため

減債積立金に積み立てるものであります。  

議案第２４号の利益の処分は、減債積立金を取り崩した２０億５２

７９万３４７７円及び当年度純利益のうち資本的収入額が資本的支
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出額に不足する額に補てんした７６８万８５５１円を資本金に組み

入れることにつきまして議決をお願いするものであります。  

貸借対照表につきましては、資産総額２３７１億６６７１万２０３

０円、負債総額１７５７億５２９７万２１３５円、資本総額６１４億

１３７３万９８９５円となりました。  

経営状況につきましては、収入では下水道使用料は、節水機器の普

及などによる影響から戸当たりの使用水量は減少したものの、整備区

域の拡大による水洗化人口が増加したことから微増となりました。一

方、企業債償還金利子などの資本費の減少に伴い汚水事業の繰入金で

ある他会計補助金及び雨水事業の繰入金である他会計負担金が減少

したことから減収となりました。  

なお、平成３０年４月の下水道使用料改定に伴い増収した９億５０

１４万７３５６円により、建設改良事業の進捗を一層図るとともに、

汚水事業の繰入金であります他会計補助金を３億４７５５万円減額

することができました。   

費用につきましては、資産減耗費、企業債支払利息が減少したもの

の、ポンプ場及び処理場等の修繕費が増加したこと、新南五味塚ポン

プ場の供用開始に伴い減価償却費が増加したことなどから増加とな

りました。その結果純利益は前年度より減益となりました。  

次に事業の概要についてご説明いたします。  

まず、汚水対策事業につきましては、「生活環境の向上」及び「川

や海などの公共用水域の水質保全」を図るため、四日市市生活排水処

理施設整備計画及び四日市市下水道事業経営戦略に基づき、汚水管渠

の整備を進め、１１３８５ｍの汚水管整備を行いました。処理区域内

人口は前年度に比べ、１８７３人増加し２４万６０８３人となり、人

口普及率は前年度に比べ０.６ポイント向上し７９．０％となりまし

た。緊急輸送道路下の重要管渠などの管更生や既存施設の耐震化及び
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更新についても取り組みました。日永浄化センターにつきましては、

水処理脱臭設備工事及び全窒素・全リン計更新工事などを行いました。 

併せて、公共下水道への未接続解消を重要課題と捉え、平成３０年

度に策定した「四日市市公共下水道接続指導要綱」に基づき、職員に

よる訪宅を延べ８１７２戸に対して行い、水洗化率の向上に努めまし

た。 

雨水対策事業につきましては、「雨に強いまちづくり」を進めるた

め、市街化区域における総合的な治水対策の一環として、令和４年度

の供用に向けて浜田通り貯留管の整備を進めるとともに、吉崎ポンプ

場の整備を進めました。なお、吉崎ポンプ場は令和２年４月に雨水ポ

ンプの運転を一部開始し、６月に全面開始しました。  

今後につきましても、市街化区域の下水道整備概成を令和７年度末

目標として未普及地域の解消を図るとともに、施設の長寿命化・耐震

化を着実に進めてまいります。併せて公共下水道への未接続家屋の解

消を重要課題と捉え水洗化率の向上を図るとともに、収納率の向上に

より収益の確保を図りながら、引き続き経費節減にも努めてまいりま

す。 

以上が水道事業及び下水道事業の決算の概要であります。  

人口減少や節水型社会の進展など、水需要の増加が見込めない厳し

い経営環境は、今後も続くものと思われますが、安全で良質な水を安

定的に供給してまいります。また、公共用水域の水質保全に努めると

ともに、「雨に強いまちづくり」を進め、市民生活や都市活動を支え

る重要なライフラインとしての上下水道事業が将来にわたって継続

できるよう、上下水道事業全体を一体として管理しながら、経営改

善・合理化を着実に進めることで、健全経営に取り組んでまいる所存

であります。 
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〔病院事業管理者説明〕  

 

議案第２３号  令和元年度市立四日市病院事業決算認定について

ご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は、

２１５億６６１２万１３３１円、収益的支出の決算額は、２１８億２

６１万４４６３円となりました。 

資本的収入の決算額は、１３億１７３１万５７９８円、資本的支出

の決算額は、２１億３４４６万８２５６円となり、資本的収入額が資

本的支出額に対して不足する額、８億１７１５万２４５８円につきま

しては、過年度分損益勘定留保資金並びに当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額で補填いたしました。 

損益計算書につきましては、収益２１５億１６６８万８２８４円、

費用２１７億６４５５万１５８４円となり、差引き２億４７８６万３

３００円の当年度純損失を生じました。 

剰余金計算書の利益剰余金につきましては、前年度繰越欠損金９億

９３１８万１２８６円に当年度純損失２億４７８６万３３００円を

差し加えた結果、当年度未処理欠損金は１２億４１０４万４５８６円

に増加しました。 

欠損金処理計算書につきましては、当年度未処理欠損金１２億４１

０４万４５８６円を翌年度へ繰り越すものであります。  

貸借対照表につきましては、資産総額３１０億３３１４万２１８１

円、負債総額１５９億５６２３万２９４６円、資本総額１５０億７６

９０万９２３５円となりました。 

次に事業概要についてご説明いたします。令和元年度は、１０月に

消費税率の８％から１０％への改定が行われたことで、控除対象外消

費税分の費用の増加につながったことに加え、年明けには新型コロナ
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ウイルス感染症の流行が発生し、当院の経営にも影響を与えました。 

延べ利用患者数につきましては、入院が１５１，９０２人、外来が

４０４，４３１人となり、前年度と比較しますと、入院では５，８９

９人、外来では２，０８４人の減少となりました。 

 入院収益は診療単価が上昇したものの患者数が減少したことで減

収となりましたが、外来収益は患者数が減少したものの診療単価の上

昇で増収となり、医業収益が増加しました。一方、収益的支出では、

給与費が医療従事者の確保を図ったことなどにより増加、経費が医療

機器導入に伴う保守委託料の増などにより増加、減価償却費が前年度

の化学療法室等の拡充や３テスラＭＲＩ装置等の導入により増加し

たことで、費用の増加が収益の増加を上回り、当年度純損益は赤字を

計上しました。 

 施設整備につきましては、重症患者や手術後等の患者に対する管理

機能の強化を目的に、令和２年度に実施するＩＣＵの拡張改修（１０

床に増床）やＨＣＵをＩＣＵの隣に移転して１６床に改修する工事に

向けて、設計業務を委託したほか、施設の環境改善、院内安全対策に

係る取り組みを行いました。 

 医療機器整備につきましては、質の高い医療の提供として、内視鏡

下手術支援ロボットの導入によって、精緻な手術による安全性の向上

とともに患者への負担軽減を図り、高度急性期病院としての医療機能

を強化しました。 

 当院は北勢地域の中核病院としての役割として、急性期医療、周産

期医療、がん治療など高度医療ニーズへの対応を継続・充実させてい

く必要がありますが、患者数が減少傾向となる中で、医療従事者の確

保の必要性とそれに伴う人件費の負担のバランスなど、収支改善のた

めには様々な課題があります。また、新型コロナウイルス感染症は社

会に多大な影響を与えており、特に医療現場においては、感染リスク
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から外来受診を控えたり予定入院や予定手術を延期したりすること

によって、全国の医療機関で患者数の大幅な減少、収益の減少につな

がりました。このような今まで経験したことのない事態への対応も新

たな課題に加わり、今後も厳しい病院運営が想定されます。  

 こうした中、当院では今後も安全、安心で良質な医療を提供し続け

るため、医療機能の分化を図りつつ地域の医療機関や関係機関との紹

介・逆紹介などの連携強化を進め、健全経営に努めて参ります。  

 


